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基本的な目標
　東京学芸大学は、教育を通しての社会変革を主導する大学として、知識基盤社会の進展・グローバル化の展開・
教育的課題の多様化・地域社会の疲弊という現代社会の特徴に対して、協働して課題を解決する力・多様性を尊重
する力・自己を振り返り、自己を表現する力･新しい社会を創造する力という四つの力を持った次世代の子どもを
育成するための人材養成を使命とする。
　本学はこれまでも初等･中等教育における様々な教育実践や教科教育に関わる有為の教育者を養成してきた教育
の総合大学であるが、第3期中期目標期間が日本の社会及び教育の大きな転換点であると認識し、次世代の子ども
の育成を目指す次世代育成教育において、次の三つの役割を担い、日本の教育を主導する全国的拠点大学となると
ともに、広く海外に日本の教育成果を発信する大学となることを目標とする。

1　�教育課題の多様化に対応する力や、知識基盤社会における継続的な教育環境の変化に対応する力を持つ新しい
教員を養成するとともに、諸課題に直面している教育現場の教員に対して、次世代の子どもを育成する上で必
要な能力を付与する研修を実施する。そのために第3期中期目標期間において、教育学部と大学院において必
要なカリキュラム及び教育組織の整備を行うとともに、現職教員研修のための組織を立ち上げる。

2　�現在進行しつつある日本社会の変化と教育改革に伴う教育課題の多様化・複雑化には、学校教員と教育支援者
が協働して対応に当たる必要があるという認識の下に、教育支援の専門的技能を持つ人材及びコーディネー
ターを養成するとともに、教育支援者と協働できる教員を養成する。併せて学校と教育支援者を結ぶコーディ
ネート体制の構築に寄与し、地方自治体、教育委員会、NPO、民間企業等と連携した教育支援事業を展開する。

3　�次世代育成教育のための研究を集中的に展開するとともに、その研究成果を次世代育成教育モデルとして全国
及び世界に発信する。そのために本学(T)が、北海道教育大学(H)・愛知教育大学(A)・大阪教育大学(O)と連
携して進めるHATOプロジェクト及び日本教育大学協会を基盤とした全国的ネットワークを構築するととも
に、OECD及び教員養成国際コンソーシアムと連携して、国際的な発信の基盤を作る。

中 期 計 画
国立大学法人東京学芸大学の達成すべき業務運営に関する目標

（平成28年度～令和3年度）より抜粋

Ⅴ　その他業務運営に関する重要目標
１　施設設備の整備・活用等に関する目標
①第2期中期目標期間においては、施設設備委員会を設置してキャンパスマスタープランを策定し、教育研究環境の
保持と有効利用に努めてきた。また、全学情報化マスタープランに基づいて、情報環境の整備を行ってきた。
第3期中期目標期間においては、本学の教育・研究環境にふさわしい施設を整備し、豊かな緑に恵まれた自然環境
を有するキャンパスを未来に継承していくとともに、教育研究環境の質的向上を図り、自然環境の保護・保全並び
に環境負荷の低減に配慮した施設の老朽化対策及び有効活用を行う。さらに、飛躍的に進展しているICT環境に合
わせて、教育研究のための情報環境を改善していく。

国立大学法人東京学芸大学の中期目標を達成するための計画
国立大学法人東京学芸大学�中期計画（平成28年度～令和3年度）より抜粋

Ⅴ　その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置
１　施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置
67①-1「文部科学省インフラ長寿命化計画」を踏まえ、平成28年度中に行動計画を、平成32年度までに個別施設
計画を策定するとともに、本学キャンパスマスタープラン及び設備マスタープランに基づき、教育・研究環境の質的
向上、老朽・環境対策の推進、既存施設の有効活用など、計画的な維持管理を行う。さらに、地球温暖化対策に基づ
き、LED照明や高効率な空調機などの省エネ機器の導入及び節電等により、平成32年度までに本学の温室効果ガス
排出量を、東京都温室効果ガス排出総量削減義務による排出上限量（18,715トン）以下とする。また、学芸の森環
境機構や地域住民と連携しながら、自然環境の保全を行い良好な緑地を維持する。

基本的な目標・中期計画

基
本
的
な
目
標
・
中
期
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画
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環境マネジメント組織体制
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管
理
者

事務局、学生支援センター
推進員

事務局、附属図書館

事務局、教員養成開発連携センター

事務局

事務局、有害廃棄物処理施設

総合教育科学系、研究センター

人文社会科学系

自然科学系、RI施設、理科教員高度支援センター

芸術・スポーツ科学系

副校（園）長（竹早園舎は教務主任）

地 球 温 暖 化 対 策 会 議

推進責任者
（連携調整担当）

推進責任者
（技術担当）

地球温暖化対策協議会

技術管理者

【国立大学法人東京学芸大学における地球温暖化対策の推進に関する規程】
第�３条　学長は，本学の事業活動における地球温暖化対策を着実かつ効果的に推進するた
め，次に掲げる事項を処理するための体制を整備するものとする。
　（1）�地球温暖化対策計画書等の作成
　（2）�温室効果ガスの削減対策（以下「削減対策」という。）の実施及び進行管理
　（3）�削減対策の効果の確認及び検証
　（4）�削減対策の見直し
　（5）��エネルギーの使用設備・機器の稼働状況及びエネルギーの使用に関する数値等を定

期的に記録する管理台帳の整理
　（6）�エネルギーの使用設備・機器の運転及び保全についての適正な管理
　（7）��職員，来学者，関係業者等に対する地球温暖化対策に関する理解・認識を深めるた

めの普及啓発，研修等の実施
　（8）�その他地球温暖化対策に関する事項
第�９条　対策会議は，第３条各号に掲げる事項を協議するとともに，本学における地球温
暖化対策の推進に係るさまざまな方策を提言することを目的とする。

【東京学芸大学環境安全委員会規程】
第�２条　委員会は，本学における教育研究活動・実験の安全管理及
び適正な実施の確保に関すること並びに学内の良好な環境の保全
に関することを審議し，学内の環境安全の向上を図ることを目的
とする。

学
　長

環
境
安
全
委
員
会

環 境 安 全 委 員 会

動物実験関係

遺伝子組換え関係

安全管理関係

放射線関係

有害廃棄物関係
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1．水について
　地球の3分の2は水で覆われており、水は豊富で困らないよ
うに感じます。しかしほとんどが海水で淡水は2.5%にすぎま
せん。しかも淡水のほとんどは氷や氷河または地中深くの地下
水で、人間が利用できる淡水は地球上の0.01%だそうです。
　このように水は貴重で大切にしたいものです。水を使えば発
生するのが下水。私たちは特に考えず下水に流していますが、
この貴重な水を循環させて使用するため下水は処理場で浄化処
理され河川に放流されています。

2．浄化の仕組み
　下水処理場における下水の処理はまず沈殿池で土砂など大きなゴミを取り、次に曝気槽を通過させます。こ
こでは細菌類や原生動物などの各微生物を多く含む汚泥に空気を送り込み、微生物の作用で窒素やりんなどの
栄養塩類を、水や二酸化炭素�窒素に分解します。最後に消毒を行い河川に放流しています。
　しかし栄養塩類といえども濃度が高すぎると処理が追いつかないため、上限値が設けられています。その他
に下水道の機能構造を保全するため、酸や油の上限値が定められていて、処理が困難な化学物質量は厳しく制
限されています。

3．基準値超過と、その対策
　本学では科学実験などで化学物質を使用していますが、下水に流すことがなく回収処理しているため化学物
質の基準値超過はありません。しかし建物の改修工事に伴う各種節水対策を進めてきた結果、給水量が減少し

排水処理装置導入

環
境
負
荷
軽
減
の
取
り
組
み

環境負荷軽減の取り組み
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たことにより、大学から排出される下水の濃度が高くなり、たびたび窒素や油等の基準値が超過する事があり
ました。これにより節水を止めるわけにはいきませんので、下水の基準値を超過することが無いように水質を
コントロールできるように排水処理装置を本学小金井団地内に設置することとしました。

4．終わりに
　設置後、下水の基準値を超過することはありませんでした。今後も維持管理や調整を行うことにより下水の
基準値を守り、環境保全に努めていきます。

着工前

処理タンク吊り込み

コンクリート打設

掘　削

�処理タンク据え付け

完　成

環
境
負
荷
軽
減
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り
組
み

環境負荷軽減の取り組み



2021年2019年

40,110

26,721

60,328

26,926

2020年

80,147

36,229

■小金井団地 ■附属学校
（小金井地区の
附属学校を除く）

2021年2019年

2,254

1,321

3,369

1,688

3,365

1,389

2020年

■小金井団地 ■附属学校
（小金井地区の
附属学校を除く）

2021年2020年

5,286

2,343

4,515

2,145

5,804

2,093

2019年

■小金井団地 ■附属学校
（小金井地区の
附属学校を除く）

2021年2019年

330

232

245

228

318

190

2020年

■小金井団地 ■附属学校
（小金井地区の
附属学校を除く）
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本学の小金井地区では井戸水を使用しています。
トイレ等の改修にあわせ、節水型トイレや自動水栓を
導入し節水を図っています。

電力会社が変わり係数が増えたことにより、排出量が増
えました。

水

水使用量

水資源投入量（㎥）

温室効果ガス（t／二酸化炭素換算）CO2

環境パフォーマンス

電気・ガス・水道などの地球環境に影響する使用量および支出額のデータを比較表にして、学内へ定期的に通知し、
その増減状況の共通理解を得ることにより、省エネの意識向上を図っています。
以下に環境パフォーマンスの取り組みデータを示します。

機器の更新にあわせ高効率の機器の導入を推進して
います。

本学では、冷暖房期間の電力ピークカットのため空
調設備の一部にガスを利用した空調設備を導入して
います。感染防止対策として空調をしながら換気を
行ったため増加しています。

電�気 総エネルギー投入量（MWh）

総エネルギー投入量（千m3）ガ�ス

　　事業活動に係わるエネルギー ･資源の全体量

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

2021年

4,470,000

6,308,000

4,323,500

6,193,500

9,647,500

7,621,000

2020年2019年

■小金井キャンパス ■附属学校

32,192
29,708

32,694

2019年 2021年2020年

■小金井団地
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使用量の節約を図るため、下記の項目に取り組んでい
ます。
❶�両面利用の徹底
❷�IT活用の推進
❸�ペーパーレス会議

紙 総物質投入量（枚）

INPUT
電　気	 7,628,634kWh

ガ　ス	 561,492㎥

　水	 87,254㎥

紙などの資源	 10,778,000 枚

OUTPUT
温室ガス
（CO2 換算）	

5,057t

一般廃棄	 313,819kg

排　　水	 87,254㎥

環境保全効果

環境パフォーマンス指数 2020年度 2021年度 前年比

エネルギー使用量（GJ） 85,541 98,911 1.16

水資源使用料（㎥） 66,831 87,254 1.31

温室効果ガス排出量（t-CO2） 3,575 5,057 1.41

環境パフォーマンス

※�小金井地区とする。（西5号館30kW、西3号館5kW、
附属小金井中学校20kW）

（kwh／年）太陽光発電量

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス



145,957

167,862

141,933

140,444

578,946

170,139

84,937

42,765

96,552

2019年 2021年2020年 2019年※ 2021年※2020年※

廃棄物等総排出量 廃棄物最終処分量
その他

クロロホルム ジクロロメタン トルエン ノルマルーヘキサン
20
21
年

20
19
年

0.00

171.250.00

79.75
0.49

50.42

20
20
年

20
21
年

20
19
年

20
20
年

20
21
年

20
19
年

20
20
年

20
21
年

20
19
年

20
20
年

1.12

263.88
1.88

132.89
1.18

66.00

2.49

179.154.22

84.79

3.41

118.55
162.50

0.00

72.00

0.00
256.00

0.00

■小金井キャンパス
■附属

■小金井キャンパス
■附属

■小金井キャンパス
■附属

■小金井キャンパス
■附属
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「東京学芸大学毒物および劇物取扱規定」に従い、教育・研究で使われる化学物質は適正な管理・使用を行っています。PRTR�
法の報告対象となる使用量に達するものはありませんが、年間使用量の多い上位４つの化学物質についての数値を記載します。

ゴミの分別、ペーパーレス化の推進および返納物品活用バンクなどにより、廃棄物の減量に努めました。

※その他地区は集計していないためデータ無し。

化学物質

廃棄物

再生利用品目

化学物質排出量・移動量（㎏）

廃棄物等総排出量・廃棄物最終処分量（㎏）

※2019年度は2015年度から保管していた再利用品目のパソコンをまとめて処分しました。またWindows7のサポー
ト終了に伴い、パソコンを処分する量が増えました。（パソコンのみで379.024kg）

（小金井地区2021年度）	 単位：kg

紙類 55,520

ペットボトル 0

缶・金属･スプレー缶 3,710

パソコン 1,790

環境パフォーマンス

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

お問い合わせ
財務・研究推進部　施設課
TEL 042-329-7163
FAX 042-329-7168
MAIL kenchiku@u-gakugei.ac.jp
本報告書に関するご意見、ご感想、ご助言などをお待ちしております。これま
で発行した環境報告書は東京学芸大学のウェブサイトからご覧いただけます。

www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/

東京学芸大学	環境報告書 2022
編集・印刷：有限会社サンプロセス

環境配慮促進法（記載事項等に関する告示）準拠状況

番号 記載必須項目 掲載ページ

1 事業活動に係る環境配慮の方針等 表 2

2 主要な事業内容、対象となる事業年度等 表 2・02 ～ 05

3 事業活動に係る環境配慮の計画 01・06

4 事業活動に係る環境配慮の取組の体制等 07

5 事業活動に係る環境配慮の取組の状況等 08 ～ 12

6 製品等に係る環境配慮の情報 ―

7 その他 ―
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